
統計法令関係条文 

（統計法附則第17条に基づく本則第37条の見直しの検討 関係） 

 

統計法 附則 

（検討）  

第十七条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、新法第三十七条の

規定の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この規定につい

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講じるものとする。 

 

 

統計法 

（事務の委託） 

第三十七条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その行った統計調査

に係る調査票情報に関し第三十四条又は前条の規定に基づき行う事務の全

部を委託するときは、その業務の内容その他の事情を勘案して政令で定め

る独立行政法人等に委託しなければならない。 

 

（委託による統計の作成等） 

第三十四条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その業務の遂行に支

障のない範囲内において、学術研究の発展に資すると認める場合その他の

総務省令で定める場合には、総務省令で定めるところにより、一般からの

委託に応じ、その行った統計調査に係る調査票情報を利用して、統計の作

成等を行うことができる。 

 

（匿名データの提供） 

第三十六条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は、学術研究の発展に資

すると認める場合その他の総務省令で定める場合には、総務省令で定める

ところにより、一般からの求めに応じ、前条第一項の規定により作成した

匿名データを提供することができる。 

 

統計法施行令 

（事務の全部の委託先となるべき独立行政法人等） 

第十二条 法第三十七条の政令で定める独立行政法人等は、独立行政法人統

計センターとする。 

資料８ 




